
各輸送区分別の評価結果

◆対象事業者：省エネ法上の特定輸送事業者

（トラック200台、鉄道300両等の基準以上の輸送能力を有する事業者）

◆評価項目：平成18～29年度の定期報告書に記載された、「エネルギー消費原単位※１」「５
年度間平均原単位変化※２」「改善目標を達成出来なかった理由」等

※１輸送量（貨物）又は輸送距離（旅客）当たりのエネルギー使用量

※２過去５年度間のエネルギー消費原単位の変化割合を表すもの。５年度間で年平均１％
以上削減することが改善目標となっている。

なお、平均値から極端に外れるエネルギー消費原単位については評価対象から除外。

別紙



評価結果（事業用トラック）

改善目標が達成出来なかった理由

○改善目標を達成した事業者の割合は、制度開始当初は高かったものの、近年は停滞傾向。

○改善目標を達成出来なかった主な理由は、「貨物量の減少」「業務量の増加による増車、走行距離の増
加、車両の大型化等」「天候の影響」等となっている。

○事業者全体の平均のエネルギー消費原単位は、一時的に改善した時期はあるものの、近年は停滞傾向。

※配送エリア拡大、納品店の分散化等により、配送効率が悪化した
ことが要因と想定される。
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A.貨物量の減少（販売

数減少、減産等）

17%

B.業務量の増加による

増車、走行距離の増

加、車両の大型化等※

16%

C.天候の影響（悪天候

時の低速運転、冷凍・

冷蔵機の使用頻度の増

加等）

13%

D.車両の老朽化

9%

E.長距離輸送から近距

離輸送への転換（高速

道路の使用減、エリア

細分化等を含む）

8%

F.エコドライブの不徹底

（停止時間中のアイドリ

ングストップが不十分等）

7%

G.事業拡大（吸収合併）

による増車・走行距離

の増加

6%

H.荷主の指定

（配達時間指

定、小口化等）

により輸送効率

の向上が困難

5%

I.業務特性上改善が困

難（例：ゴミ収集車、弁

当配送車等）

2%

J.営業・保安用に

使用したことによる

走行距離の増加

1%

K.その他

（例：震災の影響3%、特

別な仕様の車両（冷凍

冷蔵車等）の増加3%）

16%

改善目標を達成した事業用トラック事業者の割合
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評価結果（自家用トラック）

○改善目標を達成した事業者の割合は、制度開始以降減少・停滞傾向にあったが、直近の報告では大幅
に増加している。

○改善目標を達成出来なかった主な理由は、「貨物量の減少」「業務量の増加による増車、走行距離の
増加、車両の大型化等」「車両の老朽化」等となっている。

○事業者全体の平均のエネルギー消費原単位は、一時的に悪化した時期はあるものの、概ね減少傾向に
あり、事業者の努力による省エネが進展していることが見受けられる。
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改善目標を達成した自家用トラック事業者の割合

A.貨物量の減少（販売数

減少、減産等）

20%

B.業務量の増加による増

車、走行距離の増加、車

両の大型化等※

18%

C.車両の老朽化

11%
D.事業拡大（吸収合

併）による増車・走行

距離の増加

8%

E.営業・保安用に使

用したことによる走

行距離の増加

8%

F.天候の影響（悪天候時

の低速運転、冷凍・冷蔵

機の使用頻度の増加等）

6%

G.エコドライブの不

徹底（停止時間中の

アイドリングストップ

が不十分等）

5%

H.業務特性上改善

が困難（例：ゴミ収集

車、弁当配送等）

4%

I.長距離輸送から近距離

輸送への転換（高速道路

の使用減、エリア細分化

に伴うもの含む）

3%

J.荷主の指定（配達時間

指定、小口化等）により輸

送効率の向上が困難

1%

K.その他

（例：特別な仕様の車両

（冷凍冷蔵車等）の増加

1%等）

17%

改善目標が達成出来なかった理由

※配送エリア拡大、納品店の分散化等により、配送効率が悪化した
ことが要因と想定される。
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評価結果（貨物船舶）

○改善目標を達成した事業者の割合は、一時的に高くなったものの、近年は減少傾向。

○原単位を改善出来なかった主な理由は、 「空船回航（バラスト航海）の増加、貨物取扱量の減少」
「長距離航行の減少、短距離航行の増加」等となっている。

○事業者全体の平均のエネルギー消費原単位は、制度開始当初は悪化傾向であったものの、近年はゆる
やかに改善している。
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改善目標を達成した貨物船舶事業者の割合

達成 未達成だが改善 未達成かつ悪化

A.空船回航（バラスト航海）の増

加、貨物取扱量の減少

47%

B.長距離航行の減少、短

距離航行の増加

14%

C.待機時間の増加、

停泊中のボイラー等

稼働による燃費低下

7%

D.事業統合による船舶の

増加、定期傭船の追加

7%

E.船舶の老朽化

5%

F.海上荒天の影響

5%

G.大型船舶の就航による

燃料消費量の増加※

3%

H.過密スケジュールよ

り減速航行が困難

3% I.その他

9%

※積載率が悪化したことが要因と想定される。

改善目標が達成出来なかった理由



評価結果（旅客鉄道）

○改善目標を達成した事業者の割合は、制度開始当初は増加したものの、近年は減少・停滞傾向。

○改善目標を達成出来なかった理由は、「天候の影響（空調使用、融雪設備の使用）」が最多となって
いる。

○事業者全体の平均のエネルギー消費原単位は、制度開始以降改善傾向にあり、事業者の努力による省
エネが進展していることが見受けられる。
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A.天候の影響（空

調使用、融雪設備

の使用）
30%

B.バリアフリー対策

（エレベータ、ホー

ムドア等）
15%C.新規路線の開

通、ダイヤ改正に

よる特急の停車駅

の増加等
13%

D.節電の緩和
12%

E.新駅の開通又は

地下化
8%

F.車輌の

老朽化
2%

G.その他（例：試運

転実施 5%）
20%

改善目標が達成出来なかった理由改善目標を達成した旅客鉄道事業者の割合



評価結果（バス）

○改善目標を達成した事業者の割合は、制度開始当初は比較的高かったものの、近年は減少・停滞傾
向。

○改善目標を達成出来なかった主な理由は、 「天候の影響」「車両の老朽化」「走行距離の増加」等
となっている。

○事業者全体の平均のエネルギー消費原単位は、制度開始以降改善傾向にあり、事業者の努力による省
エネが進展していることが見受けられる。
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改善目標を達成したバス事業者の割合

達成 未達成だが改善 未達成かつ悪化

A.天候の影響（空調使

用、路面状況の悪化、交

通渋滞）

34%

B.車両の老朽化

13%
C.走行距離の増加（増

便、路線の追加、路線延

長、市街地走行の増加）

11%

D.排気ガス規

制対応車両の

増加

6%

E.ＡＴ車への切替

5%

F.営業所移転等に

伴う回送キロの増

加・実車キロの減少

4%

G.エコドライブ（アイ

ドリングストップ等）

の不徹底

4%

H.大型車の運

用比率の増加

4%

I.会社の吸収合併、車両

移譲による車両数の増加

2%

J.事業形態の変更（高速道

路利用減、中距離路線の

減少等）

2%

K.ノンステップバス導入

1%

L.その他

（例：交通渋滞4%、震災の

影響2%）

14%

改善目標が達成出来なかった理由



評価結果（タクシー）

○改善目標を達成した事業者の割合は、高水準を維持したまま増加傾向となっている。

○改善目標を達成出来なかった主な理由は、 「実車率減」「車両の老朽化」「アイドリングストップ
等の不徹底」等となっている。

○事業者全体の平均のエネルギー消費原単位は、一時的に悪化した時期はあるものの、近年は改善傾向
にあり、事業者の努力による省エネが進展していることが見受けられる。

※実車率の減少につながったと思われる。
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達成 未達成だが改善 未達成かつ悪化 A.実車率減（空車走行

増、待機時間増）
47%

B.車両の老朽化
15%

C.アイドリングストップ等

の不徹底
11%

D.車両の増加※
6%

E.天候の影響

（空調使用）
6%

F.その他

（例：車両の大型化6%、

AT車への切替4%）

15%
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評価結果（旅客船舶）

○改善目標を達成した事業者の割合は、一時期より高くなっているものの、近年は停滞傾向。

○改善目標を達成出来なかった主な理由は、 「海上天候の影響」「船舶の老朽化」「積載貨物の増
加」等となっている。

○事業者全体の平均のエネルギー消費原単位は、一時的に悪化した時期はあるものの、近年は改善傾向
にあり、事業者の努力による省エネが進展していることが見受けられる。
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改善目標を達成した旅客船舶事業者の割合

達成 未達成だが改善 未達成かつ悪化

A.海上荒天の影響

28%

B.船舶の老朽化

16%

C.積載貨物の増加

16%

D.大型船舶の

就航

8%

E. 輻輳による

速度低下、停

船の増加

4%

F.航行速度

の増加

4%

G.その他

（例：固定航路のた

め改善が困難16%）

24%

改善目標が達成出来なかった理由


